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第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この仕様書は、長洲町が設置した長洲町浄化センター（以下「浄化センター」という。）、

嘉永川汚水中継ポンプ場、浦川汚水中継ポンプ場、マンホール形式ポンプ場施設（以下「ポンプ

場等」という。）の各施設（以下、これらの施設を総称して「浄化センター等」という。）の運転

管理及び設備点検、浄化センター等の機能を十分に発揮し、運転管理の適正な運営を図るため、

維持管理業務委託に係る仕様を定めるものである。 

（業務の履行） 

第２条 受託者は、浄化センター等の機能が十分に発揮できるよう、本仕様書のほか、契約書、

特記仕様書及びその他関係書類（現場説明を含む。）等に基づき、誠実かつ安全に業務を履行し

なければならない。 

（業務の範囲及び業務内容） 

第３条 業務委託の範囲及び業務内容は、本仕様書「第２章」に定めるとおりとする。 

（監督員の選任及び権限） 

第４条 委託者は、監督員を定め、氏名その他必要事項を書面にて受託者に通知する。監督員を

変更したときも同様とする。 

２ 監督員の権限は、次のとおりとする。 

（１）契約の履行について総括責任者との協議。 

（２）業務履行計画書の承諾又は協議。 

（３）業務検査及び監督。 

（総括責任者の選任及び職務） 

第５条 受託者は総括責任者を定め、氏名その他の必要事項を書面にて委託者に通知することと

し、総括責任者を変更したときも同様とすること。 

２ 総括責任者は、現場の最高責任者として、受託者の従業員の指揮、監督を行うとともに、技

術の向上及び事故の防止に努めること。 

３ 総括責任者は、契約書、仕様書、完成図書、その他関係書類により、業務の目的、内容を十

分に理解し、施設の機能を把握し、監督員と密接な連絡をとり業務の適正かつ円滑な遂行を図

ること。 

４ 総括責任者は、設備及び管理状況を的確に掌握し、いかなる場合においても対処できる体制

に努めること。 

（業務管理） 

第６条 受託者は、善良なる管理者の責任をもって、業務を履行しなければならない。 

２ 受託者は、労働安全衛生法等の災害防止関係法令の定めるところにより、安全衛生の管理に

留意し、労働災害の防止に努めるとともに、安全衛生管理上の障害が発生した場合は、直ちに

必要な措置を講じ、速やかに監督員に連絡すること。 

３ 受託者は、浄化センター等の構造、性能、系統及びその周辺の状況を熟知し、浄化センター

等の運転に精通するとともに、業務の履行にあたって常に問題意識を持ってこれに当り、創意

工夫し、設備の予防保全に努めること。 

４ 受託者は、豪雨、台風、地震その他の天災及び処理機能に重大な支障を生じた場合に備え、

長洲町が策定した長洲町下水道持続計画（以下「BCP計画」という。）を基に、連絡体制や緊

急体制を整えるとともに、常にこれに対処できるように準備すること。 
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（有資格者） 

第７条 業務履行上で必要な資格及び必要人数については、以下に定めるものとする。 

（１）下水道法第２２条第２項の資格者 ４名以上 

（２）危険物取扱主任者 １名以上 

（３）第二種酸素欠乏危険作業主任者 ４名以上 

（４）電気工事士 １名以上 

（５）玉掛士 １名以上 

（６）電気主任技術者（第三種以上） １名以上 

（７）第二級ボイラー技士以上 １名以上 

（８）特定化学物質等作業主任者 １名以上 

（９）産業廃棄物処理施設技術管理者（汚泥） １名以上 

（10）その他労働安全関係で必要な資格者 制限なし 

（業務履行計画書） 

第８条 受託者は、特記仕様書に定めるところにより業務履行計画書を作成することとし、業務

履行計画書には、次の事項について記載すること。 

（１）業務概要に関すること。 

（２）現場組織に関すること。 

（３）業務実施計画に関すること。 

（４）業務方法に関すること。 

（５）安全衛生管理に関すること。 

（６）各種報告書様式 

（７）その他必要事項 

（業務実施計画書及び業務完了報告書等） 

第９条（業務実施計画書等の提出） 

１ 受託者は、特記仕様書に定めるところにより、翌月の業務実施計画書を作成し、当該業務を実

施する前月の末日までに委託者に提出しなければならない。なお、業務の実施に当たり詳細な計

画その他必要な資料がある場合は、業務実施計画書に添付して提出するものとする。また、業務

実施計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、あらかじめ監督員と協議しなければならない。

ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 受託者は、前項の業務実施計画書に基づき当該月の業務を完了したときは、特記仕様書に定め

るところにより、業務完了報告書を速やかに委託者に提出しなければならない。なお、業務の履

行状況を確認するために必要な資料がある場合は、業務完了報告書に添付して提出するものとす

る。 

３ 受託者は、契約期間満了後、特記仕様書に定めるところにより、契約業務完了報告書を速やか

に委託者に提出しなければならない。なお、契約業務全体の履行状況を確認するために必要な資

料がある場合は、契約業務完了報告書に添付して提出するものとする。（業務記録等の整備） 

（業務記録等の整備） 

第１０条 受託者は、業務記録など業務の履行又は確認に必要な書類を整備し、監督員が提出を

求めた場合は、速やかに提出しなければならない。ただし、受託者の機密に関する事項の場合は

この限りではない。 
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（業務報告書等） 

第１１条 受託者は、本仕様書「第３章」に定めるところにより運転監視、設備点検等、その他業

務の履行に係る報告書等を提出しなければならない。 

（安全管理） 

第１２条 受託者は、作業の実施に当たり守らなければならない安全に関する事項を定めなけれ

ばならない。 

（安全教育及び防災訓練） 

第１３条 受託者は、作業、維持（運転、監視、巡視、点検、測定等）又は運用に従事する者に対 

して、浄化センター等施設の安全に関し必要な知識及び技能に関する教育をしなければならない。 

２ 受託者は、作業、維持又は運用に従事する者に対し、事故その他災害が発生したときの処置に

ついて、実地指導、訓練を行わなければならない。 

３ 受託者は、委託者より BCP 計画に基づく防災訓練の参加を要請された場合は、これに参加し

なければならない。 

（完成図書、器具等の貸与） 

第１４条 受託者が、業務遂行上必要とする設計書、図面等（完成図書）は貸与する。 

２ 貸与品については、特記仕様書に記載する事項により台帳等を作成し、その保管状況を掌握し、

毀損、盗難、紛失等があった場合には受託者が弁償しなければならない。 

（整理整頓等） 

第１５条 受託者は、施設建物及びその周辺について常に清掃を心掛け、不要な物品等を整理しな 

ければならない。ただし、業務範囲外の清掃等はこれにあたらない。 

（諸室等の自主管理） 

第１６条 受託者は、浄化センターの施設の一部を使用する場合には、監督員の許可を受けるとと 

もに、受託者の責任において管理を行わなければならない。また、使用期間中に受託者の責めに 

帰する事由により汚損等があった場合は、受託者の負担において復旧すること。 

（浄化センター等の一般管理） 

第１７条 受託者は、下水道法、労働安全衛生法等の法令、規則及び基準等の関係法令を遵守する 

ことを基本とし、業務の実施、浄化センター等施設の安全等について、十分注意を払わなければ 

ならない。 

２ 受託者は、業務履行上で必要な諸事項について、監督員と打合せ、協議等を行った場合は、そ

の都度その内容を議事録として整理し、監督員に提出するものとする。 

第２章 業務範囲及び業務内容 

（業務範囲） 

第１８条 業務の主な内容は次のとおりとし、詳細については特記仕様書に記載するものとする。 

（１）運転業務 

①浄化センター等施設の各種機器の運転制御 

②浄化センター等施設の監視及び記録 

③浄化センター等施設の各種機器の巡視点検及び巡回点検 

④浄化センター等施設の各種機器の調整及び交換 

⑤浄化センターの平日の水質測定及び脱水機運転時の汚泥測定及び記録 

⑥その他業務上必要な諸作業 

（２）保守点検業務 
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①浄化センター等の設備機器（機械設備、電気設備、計装設備、建築付帯設備）の定期設備点検

及び保守 

②浄化センター等施設の修理及び塗装 

③（２）①から②の結果の記録及び報告書作成 

 

 

（３）設備点検業務 

①月次法定点検業務（浄化センター内の設備機器（ホイストクレーン、ダムウェーダー、消防設

備）の点検及び整備 

②年次点検業務（浄化センター内の設備（電動機連結部、コントロールセンター盤、リレー盤、

高圧・低圧配電盤、継電器、工業計器、初沈水槽４槽、終沈水槽２槽）の点検及び整備 

③送風機点検整備業務（浄化センター内の設備（送風機３台（No.1～3）、各年度 1台点検）） 

④マンホール形式ポンプ場設備点検業務（町内 28箇所のうち年間 10ヶ所） 

⑤（３）①から④の結果の記録及び報告書作成（①消防用設備の消防用設備等及び特殊消防用設

備等）点検結果報告書の作成 

（４）水質分析業務 

①浄化センターの運転管理上で必要となる日常的及び定期的な水質分析、汚泥分析及び特定事

業場の排水検査 

②異常時における水質分析 

③分析結果の記録及び報告書作成 

（５）環境整備業務 

①業務範囲の清掃及び整理・整頓ならびに下水道施設全体の除草、剪定等 

②浄化センターの上水受水槽及び上水高架タンク清掃等 

③環境整備の記録及び報告書作成 

（６）保全管理業務 

施設の設備・装置及び機器等の性能及び機能を確保するために行う、保全計画の策定 

（７）物品管理業務 

浄化センター等の運転管理に要する薬剤、油脂類、消耗品の管理及び調達 

（８）緊急時の対応 

（９）臨機の処置 

（調整及び交換） 

第１９条 受託者は、各機器が正常に動作するように調整及び交換に努めること。ただし、調整及

び交換の対象機器及び報告は、特記仕様書に記載するものとする。 

２ 受託者は、次の調整及び交換を実施するものとする。 

（１）各機器等の消耗品の交換、オイル交換 

（２）各機器等のグリースアップ 

（３）制御に関する発信器の点検及び調整 

（設備点検及び整備） 

第２０条 各機器が正常に動作するように設備点検及び整備に努めること。ただし、設備点検及び

整備の対象設備、機器及び報告は、特記仕様書に記載するものとする。 
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２ 受託者は、次の設備点検及び整備を実施するものとする。 

（１）各設備、機器等の月次法定点検及び年次点検 

（２）送風機の点検及び整備 

（３）マンホール形式ポンプ場の設備点検（町内 28箇所のうち年間 10ヶ所） 

（補修及び塗装） 

第２１条 受託者は、設備点検により発見した不良箇所若しくは、故障の発生した破損箇所のうち、

現場で補修可能な軽微なものについては補修し、作業終了後に写真を添付し報告すること。 

 

２ 特記仕様書で定める塗装（部分塗装）等を実施するものとする。 

３ 特記仕様書で定める設備の補修、調整を実施するものとする。 

（業務対象外） 

第２２条 業務の対象外は、仕様書及び特記仕様書に記載のない事項とする。ただし、浄化センタ

ー等において、設備・機器等の故障、破損その他の不具合が発生し、施設の機能維持、正常な運

転継続、安全確保又は事故の拡大防止のため、緊急に修繕又は復旧工事を行う必要がある場合は、

受託者は委託者と協議の上、緊急工事を実施するものとする。 

２ 前項の緊急工事は、通常の維持管理業務の範囲外とし、その実施に要する費用は、第４３条に

定める緊急工事費により負担するものとする。 

３ 長洲町ストックマネジメント計画（以下「ストマネ計画」という。）に伴う大規模更新及び改 

築並びに災害復旧等については、原則として緊急工事費の対象外とし、必要に応じて委託者と受 

託者が別途協議するものとする。 

（業務形態） 

第２３条 受託者は、業務の履行に当たり原則として次の業務形態により行うものとする。 

（１）運転業務             ２４時間とする 

（２）浄化センターの巡視点検      計画による 

（３）ポンプ場等施設の巡回点検     計画による 

（４）保守点検業務           計画による 

（５）設備点検業務           計画による 

（６）水質分析業務           計画による 

（７）環境整備業務           計画による 

（８）緊急時の対応           必要の都度 

（９）臨機の措置            必要の都度 

（報告） 

第２４条 前条における各業務の結果の報告内容については、別途協議して定めるものとする。 

（運転管理業務要領） 

第２５条 受託者は、業務の履行にあたっては、第４章に定める「運転管理業務要領」により行う 

ものとする。 

第３章 業務書類等 

（業務書類等） 

第２６条 受託者は、業務の履行に当たり次の書類を定められた期間内に提出しなければならない。 

２ 受託者は、契約締結後、遅滞なく次の書類を提出しなければならない。 

（１）着手届（契約締結後） 

（２）総括責任者選任届（契約締結後） 
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（３）業務履行計画書（契約締結後） 

（４）貸与品等借用願（貸与品等を受けた日から） 

（５）その他必要なもの 

（月間業務書類） 

第２７条 受託者は、委託期間中、業務の履行に当たり次の書類を定められた期間内に提出しなけ 

ればならない。 

２ 受託者は、当該月に係る業務実施計画書として、次の各号に掲げる実施計画を前月末までに提

出すること。 

（１）運転業務実施計画 

（２）保守点検業務計画 

（３）水質分析業務実施計画 

（４）環境整備業務実施計画 

（５）物品管理業務実施計画 

（６）その他当該月において実施を予定する業務に関する計画 

３ 受託者は、当該月に係る業務完了報告書として、次に掲げる報告を遅滞なく提出すること。 

（１）当該月の業務検査願い 

（２）前項（１）から（５）の業務実施計画の実績に関する報告 

（３）前項（６）において実施した業務実績に関する報告 

（４）当該月における浄化センター等の施設管理状況報告書 

４ 前項（４）の浄化センター等の施設管理状況報告書には、次に掲げる報告を添付すること。 

（１）当該月の浄化センター等の施設管理状況説明（考察・所見等） 

（２）運転管理月報 

（３）水質分析月報 

（４）定期点検月報告（当該月に実施した点検報告） 

（５）環境整備月報告（当該月に実施した清掃・除草） 

（６）物品管理月報告（当該月に実施したとき） 

（７）故障等緊急対応・措置報告 

（８）緊急工事を実施した場合の緊急工事報告 

５ 受託者は、次に掲げる書類を毎日若しくは、委託者が指定する日毎に提出すること。 

（１）業務日報 

（２）水質分析日報 

（３）運転日報 

（４）日常点検報告（ポンプ場等施設巡回を含む） 

６ 受託者は、契約満了に伴い委託期間満了後、契約業務完了届及び契約業務完了報告書を遅滞な 

く提出しなければならない。契約業務完了報告書には、次の報告を添付すること。 

（１）業務検査願書 

（２）浄化センター等施設管理状況説明（考察・所見等） 

（３）運転管理年報 

（４）水質分析年報 

（５）定期点検年報告（当該年度に実施した点検報告） 

（６）環境整備年報告（当該年度に実施した清掃・除草報告） 

（７）物品管理年報告 
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（８）緊急等対応・措置年報告（当該年度分） 

（９）緊急工事実施状況報告書（当該年度分） 

（業務検査） 

第２８条 受託者は、当該月及び契約業務終了時に特記仕様書に定める方法により、委託者の業務

検査を受けなければならない。 

第４章 運転管理業務要領 

この要領は、浄化センター等に係る施設の運転管理業務に関し、必要な事項を定めるものである。 

（運転管理計画） 

第２９条 浄化センター等に係る施設の運転管理業務は、特記仕様書に記載する施設設計概要及び

放流水質の管理目標値等を参考に運転管理計画を立案し、これに基づいて業務の履行を行うもの

とする。運転管理計画は、次の各号に掲げる計画について立案するものとする。 

（１）運転業務計画 

（２）保守点検業務計画 

（３）水質分析業務計画 

（４）環境整備業務計画 

（５）物品管理業務計画 

２ 運転管理計画は、浄化センターの水処理及び汚泥処理等の管理状況、設備機器の整備状況を十

分把握し、立案しなければならない。 

３ 運転管理計画は、監督員の承諾を受けるものとする。 

４ 運転管理計画を変更する必要が生じた場合は、監督員と協議しなければならない。 

（運転業務の要領） 

第３０条 受託者は、業務の履行に必要とする関係法令その他関係書類等を熟知し、その定めると

ころに従って運転業務にあたらなければならない。 

２ 運転管理対象範囲は、特記仕様書に記載するとおりである。 

３ 受託者は、設備の構造、動作特性、管理状況及び諸性能を熟知し、日常はもちろん、故障、事 

故時においても迅速かつ適切に処置できるよう心掛けなければならない。 

（日常点検） 

第３１条 浄化センターの巡視点検は、処理状況及び設備の状況に応じて回数を定め、施設の運転

状況を確認するとともに、設備等の異常の早期発見に努めなければならない。 

２ 日常点検の項目等については、特に特記仕様書に定めるものを除き、受託者が委託者との協議

により定めること。 

３ 日常点検にあたっては、機器の状態に注意し、特に異音、振動、臭気、過熱の有無、計器の指

示値等に注意しなければならない。 

４ 日常点検結果は、前項２に記載する内容について記録しなければならない。なお、日常点検に

より異常を発見した場合は、速やかに適正な措置を講ずること。 

（巡回点検） 

第３２条 ポンプ場等施設の巡回点検は、施設の運転状況を確認するとともに、設備等の異常の早

期発見に努めなければならない。 

２ 巡回点検の項目等については、特に特記仕様書に定めるものを除き、受託者が委託者との協議

により定めること。 

３ 巡回点検にあたっては、機器の状態に注意し、特に異音、振動、臭気、過熱の有無、計器の指

示値等に注意しなければならない。 
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４ 巡回点検結果は、前項２に記載する内容について記録しなければならない。なお、巡回点検に

より異常を発見した場合は、速やかに適正な措置を講ずること。 

（就業の制限） 

第３３条 労働安全衛生法等で定める就業制限に係る機器の運転及び危険物の取扱いにあっては、

有資格者以外の者が行ってはならない。 

（災害時） 

第３４条 受託者は、災害時に二次災害の恐れがある場合は、適切な措置を講じ、災害を未然に防

止しなければならない。 

２ 災害により浄化センター等の施設に故障、破損等が発生し、緊急に修繕又は復旧工事を行う必要が

ある場合は、第２２条及び第４３条に定める緊急工事として対応するものとする。 

（異常時の措置） 

第３５条 施設の運転・操作及び監視において異常を発見した場合は、速やかに監督員に報告し、

必要な措置について協議するものとする。 

２ 前項の異常により、施設の機能維持、正常な運転継続、安全確保又は事故の拡大防止のため、緊急

に修繕又は復旧工事を行う必要がある場合は、第２２条及び第４３条に定める緊急工事として対応す

るものとする。 

３ 緊急工事の実施に当たっては、原則として事前に監督員の承認を得るものとする。ただし、事

故の拡大防止、人命又は財産の安全確保、施設の機能維持等のため緊急かつやむを得ない場合は

必要な応急措置を先行して実施することができるものとし、対応後速やかに監督員へ報告し、そ

の承認を得るものとする。 

（保守点検業務及び設備点検業務の要領） 

第３６条 浄化センター等の設備・装置及び機器等の性能及び機能を確保するために必要な点検・

測定及び調査を行うものとする。 

２ 設備点検の対象機器は、特記仕様書に記載するとおりである。 

３ 設備点検の内容・頻度は、特に特記仕様書に定めるものを除き、委託者との協議により定める

ものとする。 

４ 受託者は、仕様書、特記仕様書に定めるもののほか、業務の履行に必要とする関係法令その他

関係書類等を熟知し、その定めるところに従って設備点検にあたらなければならない。 

５ 受託者は、設備の構造、動作特性、性能、機能及び設備機器の重要性、目的などを熟知し、通

常はもちろん、故障、事故時においても迅速かつ適切に処置できるよう心掛けなければならない。 

６ 有資格者を必要とする点検は、有資格者を配置して行わなければならない。 

７ 受託者は、設備機器の状態、点検結果について設備点検報告書に記録しなければならない。 

８ 受託者は、消防設備の点検を行い、遅滞なく消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告

書を有明広域行政事務組合消防本部へ報告を行うこと。 

（保守点検及び設備点検異常時の措置） 

第３７条 設備点検において、異常を発見した場合は、速やかにその原因を調査し適切な措置を講

ずるとともに、現場で修理可能なものについては作業を実施し、作業終了後、写真等を添付し、

報告しなければならない。 

２ 設備点検により浄化センター等施設の運営に重大な支障を及ぼすような異常を発見した場合

は、監督員に連絡し、協議して対処すること。 

 

 



 9 

３ 前項の異常について、通常の維持管理業務の範囲を超える修繕又は復旧工事が必要となった場合は、

第２２条に定める緊急工事として対応するものとし、その費用は第４３条に定める緊急工事費により

負担するものとする。 

（水質分析業務の要領） 

第３８条 水質分析業務は、浄化センターの目的を達成するため運転管理に必要な水質並びに汚泥 

分析及び解析を行うものとする。 

２ 分析の対象項目等は、特記仕様書に記載するとおりである。 

３ 分析は、仕様書・特記仕様書に定めるもののほか、業務の履行に必要とする関係法令その他関

係書類を熟知し、その定めるところにより行う。 

４ 分析に使用する薬品類には毒劇物に該当する薬品もあるため、その取扱いには十分注意し、安

全を期するとともに、薬品の在庫管理や薬品庫の施錠等により、盗難等を防止しなければならな

い。 

５ 受託者は、分析結果について分析報告書に記録しなければならない。 

６ 受託者は、各種分析データの情報を保管し、必要時には引き出せるようにしておくこと。 

７ 薬品の使用量・在庫等について薬品管理台帳を作成するとともに、その管理状況を記録してお

かなければならない。 

（水質分析異常時の措置） 

第３９条 分析の結果において異常を発見した場合は、監督員に報告し、協議して対処しなければ

ならない。 

（環境整備業務） 

第４０条 環境整備業務は、浄化センター等の施設を衛生的に維持し、最適な作業環境を確保する

ために行うものとする。 

２ 環境整備業務の対象範囲等は、特記仕様書に記載するとおりである。 

３ 清掃、除草などの内容・頻度等は、特記仕様書で定めるものを除き、受託者が委託者と協議し 

て定めるものとする。 

４ 業務範囲内の点検通路は、緊急時に備え、不要物等の整理等を行わなければならない。 

５ 受託者は、その結果について報告書に記録しなければならない。 

（物品管理業務） 

第４１条 物品管理業務は、浄化センター等の運転管理に要する薬剤、油脂類、消耗品の管理及び 

調達である。 

２ 物品管理の対象品は、特記仕様書に記載するとおりである。 

３ 物品管理は、適切な品質・規格のものを調達し、設備機器運転等に影響が出ないようにしなけ

ればならない。 

４ 物品管理は、常に在庫を把握するとともに的確に調達し、在庫不足による設備機器運転等に影

響が出ないようにしなければならない。 

５ 受託者は、納入品及び量等を物品管理報告書に記録しなければならない。 

第５章 その他 

（経費の負担） 

第４２条 受託者が業務履行上で負担する経費は、受託者が自らの業務履行上で直接的に必要な事

務費及び業務維持・管理費等とし、特記仕様書に定めるものとする。それ以外は、委託者の負担

とする。 

２ 第３７条第２項において、監督員との協議により受託者が補修工事等の復旧を行った場合、そ
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の内容が通常の維持管理業務の範囲外のときは、これに要した費用は委託者の負担になるものと

する。 

３ 浄化センター等において、設備・機器等の故障、破損その他の不具合が発生し、施設の機能維

持、正常な運転継続、安全確保又は事故の拡大防止のため、緊急に修繕又は復旧工事を行う必要

がある場合に要する費用を「緊急工事費」とする。 

（緊急工事費） 

第４３条 受託者は、浄化センターの適正な維持管理を行うため、設備機器等に故障、破損その他の不

具合が発生し、施設の運転継続又は機能維持のため緊急に工事を行う必要がある場合は、委託者の承

認を得たうえで実施するものとする。 

２ 本業務における緊急工事費として、年間総額 10,000,000 円（税込）を計上するものとする。ただ

し、この金額は工事の実施を保証するものではなく、実際に発生した工事に係る費用について、委託

者が必要と認めた範囲で支払うものとする。 

３ 緊急工事の対象は、次に掲げるものとする。 

（１）水処理設備、汚泥処理設備、電気設備、計装設備、機械設備その他浄化センターの運転に必

要な設備の故障又は破損に係る工事 

（２） 故障等により、処理機能の低下、施設の運転停止又はこれらのおそれが生じた場合の応急的

な工事 

（３）その他、委託者が施設の維持管理上必要と認める工事 

４ 緊急工事の実施に当たっては、一工事当たりの修繕費を 2,000,000円（税込）以内とするもの

とする。ただし、同一の故障、事故又は不具合に起因する一連の修繕については、これを分割し

て複数の工事として取り扱うことはできないものとする。 

５ 受託者は、工事の必要が生じた場合、工事の内容、必要性、施工方法、概算金額及び緊急性につい

て委託者に報告し、原則として委託者の承認を得てから施工するものとする。ただし、事故の拡大防

止、人身事故の防止、施設機能の重大な低下の防止その他緊急やむを得ない事情がある場合はこの限

りでない。この場合、受託者は修繕着手後速やかに委託者へ報告し、承認を得るものとする。 

６ 緊急工事費については、修繕完了後、実績に基づき精算するものとし、受託者は、請求に際し

て次に掲げる書類を提出するものとする。 

（１）工事実施報告書 

（２）工事箇所及び工事内容が確認できる書類・写真 

（３）工事に係る見積書、納品書、請求書その他支出額を確認できる書類 

（４）その他委託者が必要と認める書類 

７ 緊急工事の実施に当たっては、可能な限り複数者から見積りを徴取し、経済性に配慮するもの

とする。ただし、緊急性その他の理由により複数者からの見積り徴取が困難な場合は、その理由

を工事実施報告書に記載するものとする。 

８ 緊急工事費の年間執行額が 10,000,000 円（税込）に達した場合は、原則として当該年度にお

ける本項に基づく修繕を終了するものとする。 

９ 年度末に緊急工事費の未執行額が生じた場合、当該未執行額は受託者の利益として取り扱わな

いものとし、実績額に基づき精算するものとする。 

10 緊急工事費には、通常の維持管理業務に含まれる軽微な修繕、消耗品の交換その他委託者が通常の

維持管理業務の範囲内と認めるものは含まないものとする。 
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（委託料の支払） 

第４４条 委託料は、月額払いとする。 

２ 受託者は、第２７条に定める業務完了報告書を提出し、第２８条に定める検査を受けなければなら

ない。 

３ 受託者は、前項の検査に合格したときは、委託者に対して当該月分の委託料を請求することができ

る。 

４ 委託者は、前項の請求書を受領後、速やかに受託者に委託料を支払うものとする。 

（物価等の変動に伴う委託料の変更） 

第４５条契約期間中に、賃金、物価その他経済情勢の変動により、本業務に要する費用に著しい変動が

生じた場合は、委託者と受託者が協議の上、委託料を変更することができるものとする。 

２ 前項の変更については、国、熊本県その他公的機関が公表する物価指数、賃金指数その他の資料を

参考に、その変動額を算定するものとする。 

３ 前２項に定める委託料の変更に必要な手続その他の事項については、委託者と受託者が協議して定

めるものとする。 

（賠償責任） 

第４６条契約期間中に受託者の責により生じた維持及び管理上の不備、誤操作等による機器等の 

破損及び故障等は、受託者の負担において速やかに補修、改善または取替により解決を行うもの 

とする。ただし、設計、施工、材質及び構造上の欠陥ならびに受託者以外の者による運転管理上 

の不備、過失及び天災事変、不測の事故等による場合は、この限りではない。 

（雑則） 

第４７条 本仕様書に明記されていない事項であっても、運転操作上当然必要な業務等は、良識ある Z 

断に基づいて行わなければならない。 

２ 受託者は、契約期間を通じて、対象施設固有の運転管理、点検上の留意点を把握できるよう資

料を作成するとともに、監督員が要求した場合は、速やかに応じなければならない。 

（疑義） 

第４８条 本仕様書に疑義を生じた場合は、委託者と受託者で協議のうえ解決するものとする。 

 


